
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5 年度香川県農林水産物の安全・安心確保計画 
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１ 基本的な方向等 

（１）基本的な方向 

県民が安心して食生活が送れるよう、「香川県食の安全・安心基本指針」に基

づき、農林水産物の安全・安心確保に関する各種施策の方向性を示し、安全で

安心な農林水産物の生産、流通、販売等を確保する。 

（２）食品関連事業者、行政の責務及び消費者の役割 

農林水産物の安全・安心の確保は、生産者をはじめとする食品関連事業者や

行政、消費者が、それぞれの責務や役割を果たすことが重要である。 

生産者等は安全・安心な農林水産物を生産・供給し、県はその指導・監視と

生産者の自主的な取組みを支援する。 

また、消費者は食の安全・安心の確保に向けた施策について意見を表明する。 

（３）流通段階の食品安全規制との連携 

指導・監視について、生産段階では農林水産物の生産振興部局、流通段階で

は食品安全規制を所管する食品衛生担当部局が行い、互いに連携して、生産現

場から食卓までの安全・安心の確保に努める。 

 

２ 生産者等の自主的な取組みに係る指導事項 

（１）食の安全・安心に関する正しい知識の習得 

      生産者等が食の安全に関する危害の発生と防止対策を理解し、安全・安心な農

林水産物の生産・供給を促すため、各種講習会を開催し、正しい知識の修得を促

進する。 

（２）生産資材の適正使用、衛生管理の徹底 

農薬や肥料の適正かつ安全な使用を推進するため、防除・施肥基準等を作成し、

使用基準を遵守するよう指導する。 

また、動物用医薬品や飼料について、国の定めた使用基準を遵守するよう指導

する。 

（３）生産・栽培履歴の記録と情報の公開 

農薬や動物用医薬品等の生産履歴の記帳やトレーサビリティシステムの整備

を促進し、市場関係者等や消費者への情報の開示等を推進する。 

（４）残留農薬等の自主検査 

      生産者団体による残留農薬や残留動物用医薬品等の自主検査を促進する。 

 

３ 県の指導・監視における重点事項 

（１）農産物 

   農産物については、農薬の販売者や使用者、肥料の製造工場への立入検査を行

うなど、無登録の農薬・肥料の販売や使用などの取締りを徹底し、併せて、農薬

使用基準の遵守について指導する。 

さらに、生産段階でのリスク管理を目的とした農業生産工程管理（ＧＡＰ）の

導入支援や指導を行うとともに、生産履歴を追跡・遡及するためのトレーサビリ

ティシステムの導入や運用について支援・指導を行う。 
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（２）畜産物 

畜産物については、生産農家に対して動物用医薬品等や飼料の適正使用を指導

するとともに、動物用医薬品等の製造・販売業者、使用者への立入検査などの取

締りを徹底するほか、畜産物の残留検査を実施する。 

   また、家畜伝染病の発生及びまん延防止のため、「家畜の飼養衛生管理基準」の

遵守を指導するとともに、異常家畜や家きんを発見した際の早期通報の徹底を行

うほか、生産衛生管理として、牛で行っているトレーサビリティシステムに準じ

て、豚肉や鶏肉、鶏卵においても移動履歴などの情報管理の導入を推進する。 

（３）水産物 

 水産物については、海面養殖魚を中心に養殖関係漁協に対して動物用医薬品や

養殖資機材等の適正使用を指導するとともに、動物用医薬品や飼料の販売者、使

用者、飼料の製造工場への立入検査を行うなど、取締りを徹底する。 

さらに、動物医薬品等の使用者に対し、使用基準遵守の指導を徹底するととも

に、養殖記録の整備とトレーサビリティシステムの導入を推進する。 

（４）食品の適正表示 

食品表示については、食品関係事業者への説明会等により、適正表示を普及啓

発するとともに、巡回調査や食品表示 110 番などの情報に基づく立入検査等によ

り、指導・監視の強化を図る。 

 

４ 関係部局・機関との連携の確保に関する事項 

    流通・製造段階との連携を確保するため、庁内の関係部局と高松市保健所で構成

する香川県食品安全連絡会議を中心に連携体制を確保するとともに、国に対しては、

中国四国農政局及び同香川県拠点等との密接な連携を図る。 

  特に、無登録農薬や未承認動物用医薬品の使用、農薬及び動物用医薬品の不適切

な使用や安全規制に違反していると疑われる場合は、健康福祉部に情報提供すると

ともに、残留農薬等の検査結果は全て把握し、必要に応じて、生産者に対する改善

指導を行う体制を整備する。 

また、食肉や食鳥肉の安全性を確保するため、食肉衛生検査所や家畜共済組合等

との間で、病歴や動物用医薬品等の投与履歴の情報の共有化を図る。 

 

５ その他必要な事項 

    農薬の散布回数の削減技術や、家畜及び養殖魚類について、より安全な疾病予防

や飼養管理技術の研究を行う。 

また、農薬登録のない作物の農薬適用の拡大や新しい魚種に対する医薬品の承認

に係る試験研究を行う。 

  野生鳥獣(イノシシ等)に起因する動物由来感染症や食中毒の発生を防止するた

めに、「香川県野生鳥獣肉衛生管理ガイドライン」や厚生労働省が作成した「野生鳥

獣肉の衛生管理に関する指針（ガイドライン）」に基づき、衛生的で安全な取扱い等

について周知や啓発を行う。 

 

６ 実施計画 

    県が行う指導・監視及び生産者等の自主的な安全・安心の確保対策の実施に係る

指導については、以下のとおりとする。 
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１ 農産物 
 

（１）農薬の適正な使用 

〈生産者の自主的な取組みの推進〉 

○残留検査 

生産者による農薬使用状況の記帳について、農業団体が回収・点検し、市場

出荷する前に残留検査を行う体制整備が図られるよう指導する。 

 

〈県が実施する指導・監視の強化〉 

①適正使用の指導徹底 

農薬販売者や使用者を対象とした講習会を実施するとともに、生産者団体と

連携して、主要な作物防除暦を作成し、農薬の安全かつ適正な使用を指導する。 

②販売者・使用者への調査、立入検査 

農薬取締職員が農薬販売者・使用者へ立入検査を行うとともに、農薬の適正

な使用について調査指導を行う。 

③流通段階の監視 

食品衛生法に基づき、卸売市場や販売店等で県産農産物を抜き取り、残留

農薬検査を行う。 

 

項   目 5年度計画 4年度計画 

( )は 12月末実績 

3年度実績 

残留農薬検査 400 検体 400 (298)検体 448 検体 

農薬危害防止講習 200 人 200(121)人 102 人 

農薬使用者の指導講習 750 件 750(251)件 288 件 

農薬販売者への調査・立入検査 120 件 120( 51)件 180 件 

農薬使用者への調査 450 件 450(361)件 410 件 

県内流通の県産青果物の残留農

薬検査 
39 検体＊ 39(28)検体＊ 36 検体＊ 

（＊は高松市保健所分を含む） 

（２）肥料の適正な生産・流通 

〈県が実施する指導・監視の強化〉 

   ○販売者・製造工場への調査・立入検査 

肥料の品質確保のため、普通肥料の登録、特殊肥料の届出を徹底し、成分分

析を行うほか、適正な肥料生産や販売について、販売者への調査・指導・立入

検査を行う。また、有害成分混入防止のため、特殊肥料等の届出時に内容確認

するほか、製造施設等への調査・立入検査を行う。 

 

項   目 5年度計画 4年度計画 

( )は 12月末実績 

3年度実績 

肥料販売者への調査・立入検査 3 か所 3(0)か所 4 か所 

肥料製造工場等への調査・立入

検査 
3 か所 3(0)か所 6 か所 
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（３）農用地の土壌汚染防止 

〈県が実施する指導・監視の強化〉 

カドミウムや銅、亜鉛について定点調査を行うとともに、有害物質による汚染

の恐れがある場合は、適宜、土壌分析調査を行う。 

 

項   目 5年度計画 4年度計画 

( )は 12月末実績 

3年度実績 

土壌中のカドミウム等重金属の

定点調査 
9 か所 8(8)か所 8 か所 

 

（４）赤かび毒対策 

かび毒を産出する麦類赤かび病のリスク低減のため、発生予察に基づく的確な

防除指導や収穫・乾燥・調製段階での被害粒の混入防止対策の推進を行うととも

に、毒素の自主検査や農産物検査の受検などを推進する。 

 

（５）農産物の安全性確保 

〈生産者の自主的な取組みの推進〉 

〇トレーサビリティの推進 

農業団体による生産履歴情報のデータベース化のため、生産者に生産履歴の記

帳・保存を啓発するとともに、集荷担当者等に危機管理としての重要性を指導す

る。また、消費者への情報提供などにより、実効性のあるトレーサビリティシス

テムの確立の指導・支援を行う。 

 

〈県が実施する指導・監視の強化〉 

〇農業生産工程管理（ＧＡＰ）の推進 

生産段階ごとにリスク低減対策等を自主管理する方法であるＧＡＰを普及

させるため、各産地でＧＡＰについて啓発するとともに、ＧＡＰ認証取得の拡

大に向けた支援体制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項   目 5年度計画 4年度計画 

( )は 12月末実績 

3年度実績 

国際水準ＧＡＰ認証取得数 22 件 22 件(20 件) 19 件 

生産履歴情報提供対応の青果物

産地数の割合 
100％ 100(100)％ 100％ 
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２ 畜産物 
 

（１）動物用医薬品の適正な使用 

〈生産者等の自主的な取組みの推進〉 

   ○適正使用、生産履歴の記録等 

       生産者団体等による生産農家への動物用医薬品の適正使用や使用状況の記

録保存への啓発、医薬品に頼らない飼養管理技術の普及などを促進する。 

 

〈県が実施する指導・監視の強化〉 

   ①適正使用の徹底の指導 

       動物用医薬品の適正使用のため、製造・輸入・販売を行う業者を監視すると

ともに、使用者には動物用医薬品の使用基準を遵守するよう指導する。 

  ②販売業者、使用者への調査・立入検査 

       販売業者に立入検査を行い、動物用医薬品の適正な販売・管理について監視、

指導を行うとともに、使用者の使用や記録の状況について調査・立入検査を強

化する。 

③流通段階の監視 

      食品衛生法に基づき、と畜場等で動物用医薬品の残留検査を行う。 

 

項   目 5年度計画 4年度計画 

( )は 12月末実績 

3年度実績 

生産者団体での指導、研修会 10 回 10(13)回 41 回 

動物用医薬品の残留検査指導 10 戸 10(0)戸 10 戸 

動物用医薬品の販売業者への立

入検査 
30 店舗 30(6)店舗 45 店舗 

動物用医薬品の使用者への調査

立入検査 
100 か所 120(43)か所 92 か所 

流通段階での残留検査検体数 111 検体＊ 111(91)検体＊ 93 検体＊ 

（＊は高松市保健所分を含む） 

（２）飼料、飼料添加物の適正な生産・流通・使用 

〈生産者等の自主的な取組みの推進〉 

   ○生産履歴の記録 

       生産者団体等による農家への啓発や使用状況の記録、保存の指導を行う。 

 

〈県が実施する指導・監視の強化〉 

   ①飼料製造・販売業者への立入検査 

       飼料製造業者等への立入検査や監視、飼料の肉骨粉の混入検査を行う。 

②適正使用の指導 

       飼料の適正使用を指導するとともに、使用状況の記録、保存を指導する。 
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項   目 5年度計画 4年度計画 

( )は 12月末実績 

3年度実績 

飼料製造業者への立入検査 

（養魚用飼料含） 
10 か所 10(0)か所 4 か所 

飼料販売業者への立入検査 

（養魚用飼料含） 
10 か所 10(0)か所 1 か所 

飼料工場での肉骨粉の混入検査 3 銘柄 3(0)銘柄 1 銘柄 

使用者への啓発 1 回 1(0)回 0 回 

 

（３）家畜伝染性疾病、ＢＳＥ、衛生管理、トレーサビリティシステム、放射性物質、

環境に配慮した生産活動 

〈生産者等の自主的な取組みの推進〉 

①衛生的な飼養管理施設の整備 

鳥インフルエンザなどの伝染病等の侵入、疾病発生を防止し、衛生的で安全・

安心な生産システム（ＧＡＰやＨＡＣＣＰ）を構築する。 

 

②「衛生管理ガイドライン」の遵守による衛生管理の推進 

細菌汚染や抗菌剤の残留などを排除するため、「衛生管理ガイドライン」の遵

守と動物用医薬品の適正使用を指導することにより、衛生管理の普及に努める。 

③トレーサビリティの推進 

     牛肉トレーサビリティの実施とともに、牛肉以外の豚肉や鶏肉、鶏卵などに

ついても、トレーサビリティシステムの導入を推進する。 

 

〈県が実施する指導・監視の強化〉 

   ①生産農家等への立入検査、モニタリング調査 

      家畜伝染病予防法に基づき、生産農家への立入検査を実施するほか、家畜の

飼養衛生管理基準の遵守指導を徹底し、伝染性疾病に対する発生予防やまん延

防止に万全を期する。 

特に、高病原性鳥インフルエンザの侵入防止のため、家きん農場について、

モニタリング調査や毎月死亡羽数の状況報告を徹底し、防疫体制を強化する。 

②家畜伝染病防疫対策 

      近年の口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザ、豚熱、ＰＥＤ等の発生を踏まえ、

家畜伝染病の発生予防及びまん延防止対策が迅速かつ的確に講じられる体制を

構築する。 

     ※PED：豚流行性下痢（porcine epidemic diarrhea） 

 ③ＢＳＥ検査 

       「牛海綿状脳症対策特別措置法」に基づき、48 か月齢以上の死亡牛の届出

の徹底とＢＳＥ検査を実施する。 

   ④流通段階の監視 

      衛生的で安全な食肉のみが市場に流通するよう、管内と畜場等に搬入され

る獣畜の検査を実施する。 
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また、消費者の不安を払しょくするため、管内と畜場で処理された牛肉を

対象として、放射性物質のモニタリング検査を実施する。 

⑤環境に配慮した生産活動 

    家畜排せつ物の適正な管理、堆肥生産が行われるよう指導・監視するととも

に、家畜堆肥の利用を促進させ、資源循環型農業を推進する。 

 

項   目 5年度計画 4年度計画 

( )は 12月末実績 

3年度実績 

家畜伝染性疾病立入検査頭数 

牛 55,000 頭 
 

豚 25,000 頭 
 

鶏 8,000 千羽 

牛 24,223 頭 
(41,022 頭) 
豚 39,439 頭 
(89,024 頭) 
鶏 2,225 千羽 
(1,648 千羽) 

牛 81,066 頭 
 

豚 196,953 頭 
 

鶏 13,656 千羽 
 

家きん農場・モニタリング調査 6 戸 6 戸 6 戸 

家畜伝染病防疫演習の実施 

口蹄疫・ASF・

CSF 2 回 

鳥ｲﾝﾌﾙ 3 回 

口蹄疫・ASF・

CSF 2(1)回 

鳥ｲﾝﾌﾙ 3(2)回 

口蹄疫・ASF・

CSF 2 回 

鳥ｲﾝﾌﾙ 4 回 

家畜伝染病防疫資材の備蓄 2 日分 2 日分(2 日分) 72 万羽分 

死亡牛 BSE 検査 100 頭 100(61)頭 80 頭 

 

 

 

 

３ 水産物  

 
（１）水産用医薬品の適正な使用 

〈生産者の自主的な取組みの推進〉 

   ①適正使用や使用状況の記録等 

       生産者団体による養殖業者に対する水産用医薬品の適正使用についての啓

発や使用状況の記録・保存の指導などを促進する。 

   ②残留検査 

       生産者団体が実施している水産用医薬品の残留検査を促進する。 
 

〈県が実施する指導・監視の強化〉 

   ①適正使用の指導徹底 

       養殖関係漁協の巡回や指導文書により、水産用医薬品の適正使用の徹底や日

誌記帳などの指導を行う。 

   ②販売者、使用者への調査、立入検査 

       販売業者に対し立入検査を行い、水産用医薬品の適正な販売・管理について、

指導、監視を行う。また、使用・記録の状況を確認するなど使用者への調査を

強化する。 
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（２）養魚用飼料の適正な使用 

〈生産者の自主的な取組みの推進〉 

   ○適正使用や使用状況の記録等 

       生産者団体による養殖業者に対する飼料の適正使用についての啓発や使用

状況の記録・保存など、自主的な取組みを促進する。 

 

〈県が実施する指導・監視の強化〉 

   ①適正使用の指導徹底 

       生産者に対して飼料の適正使用を指導するとともに、使用状況の記録・保存

を指導する。 

また、飼料の放射性物質については、国の通知等に基づき指導を行う。 

②飼料製造・販売業者への立入検査 

    飼料製造業者等への立入検査や監視、飼料の品質検査等を行う。 

 

項   目 5年度計画 4年度計画 

( )は 12月末実績 

3年度実績 

養殖用飼料の使用記録の指導回

数 
13 回 10(13)回 13 回 

 

（３）漁網防汚剤、酸処理剤、漁場環境、環境に配慮した生産活動 

〈生産者の自主的な取組みの推進〉 

   ①漁網防汚剤の残留検査 

       県漁連が行う養殖魚の有機スズ化合物残留検査の取組みを促進する。 

   ②酸処理剤の適正使用 

       県漁連が行うノリ酸処理剤の適正使用や使用状況の記録・保存などの指導

について、自主的な取組みを促進する。 

   ③化学物質等の残留検査 

       環境中のダイオキシンが体内に蓄積された養殖魚は、食品としての安全性が

損なわれることから、県漁連が行う自主検査の取組みを促進する。 

 

項   目 5年度計画 4年度計画 

( )は 12月末実績 

3年度実績 

生産者団体による指導・研修会 1 回 1(1)回 0 回 

水産用医薬品の残留検査対象魚

種数 

水産用医薬品の残留検査検体数 

4 種 

 

7 検体 

4(4)種 

 

7(7)検体 

4 種 

 

7 検体 

巡回や文書による指導の実施 13 回 10(13)回 13 回 

動物用医薬品の販売業者への立

入検査（再掲） 
30 店舗 30(6)店舗 23 店舗 

水産用医薬品の使用者への調査 148 戸 150(148)戸 148 戸 
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④漁場環境の水底質調査 

    養殖場の環境調査(水質:ＣＯＤ、底質:ＣＯＤ、硫化物)を実施し、環境に配

慮した生産活動を促進する。 

〈県が実施する指導・監視の強化〉 

   ①漁網防汚剤、酸処理剤の適正使用の指導徹底 

       漁網防汚剤や酸処理剤については、使用実態を踏まえ、関係団体と連携の下、

適正使用の徹底を図る。 

   ②貝毒対策 

       二枚貝の毒化状況を監視し、毒化した場合は毒性検査を実施するとともに、

生産出荷の自主規制を徹底する。 

③環境に配慮した生産活動 

    養殖方法の指導を行い、環境に配慮した生産活動を推進する。 

項   目 5年度計画 4年度計画 

( )は 12月末実績 

3年度実績 

養殖魚の有機スズ化合物の残留

検査数 
6 検体 6(6)検体 6 検体 

酸処理剤使用記録の指導 全経営体 
全経営体 

(全経営体) 
全経営体 

養殖魚のダイオキシンの残留検

査数 
7 検体 7(7)検体 7 検体 

水質・底質調査漁場数 60 漁場 56(56)漁場 59 漁場 

指導文書の通知 1 回 1(1)回 1 回 

プランクトンモニタリング調査 

貝毒検査検体数 

14 回 

79 検体 

14(10)回 

64(18)検体 

15 回 

61 検体 

香川県水産審議会栽培養殖流通

部会の開催 
1 回 1(0)回 1 回 

 

（４）トレーサビリティの推進 

〈生産者の自主的な取組みの推進〉 

   ①養殖履歴の作成 

 県漁連や販売業者に対応した養殖履歴の作成と出荷時の添付を推進すると

ともに、より効率的な履歴情報の提供などを促進する。 

 ②トレーサビリティシステムの推進 

       県海水組合、県漁連を中心に、関係漁業者が一体となって取り組む養殖魚の

トレーサビリティシステム構築を支援する。 

 

〈県が実施する指導・監視の強化〉 

   ○トレーサビリティシステムの導入指導 

       トレーサビリティ導入に向けた意識啓発を行うとともに、導入を促進するた

めの指導を行う。また、導入済みの漁協に対しては、適正な情報公開に向けた

指導を行う。 
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４ 食品表示 
 

〈県が実施する指導・監視の強化〉 

   ①適正な表示の実施に向けた指導体制  

食品の適正な表示について、各担当部局における指導体制の強化を図るとと

もに、庁内の関係部局と高松市保健所で構成する「香川県食品安全連絡会議食

品表示部会」において、連携、調整を行う。 

②消費者からの情報の収集 

消費者からの表示に関する情報・相談の受付窓口として食品表示 110 番を開

設し、不適正な表示については調査を行い、改善の必要がある場合は指導等を

実施する。 

   ③普及啓発 

食品関係事業者の依頼等により、適正な食品表示についての講習会等を実施

する。また、県ホームページにて、食品表示に係る制度改正等の情報発信を行

うとともに、食品関係事業者自身で食品表示が適正であるか確認できる「セル

フチェックシート」を掲載する等、食品関係事業者に対して、適正な表示に係

る意識啓発を行う。 

   ④品質表示の適正化への取組み 

    店舗等への計画的な巡回調査や、食品表示 110 番への情報などに基づく調査

や立入検査、表示違反の疑いのある食品についての DNA 鑑定等を実施し、品質

表示の適正化を推進する。 

  ⑤米トレーサビリティ制度の取組み 

    米トレーサビリティ法の施行に基づき、米穀等の取引記録の作成保存、消費

者への産地情報の伝達等が義務づけられたため、米穀事業者等への指導監視業

務の強化、制度の周知・普及活動を推進する。 

 

項   目 5年度計画 4年度計画 

( )は 12月末実績 

3年度実績 

食品表示１１０番による情報窓

口設置 
継続 継続（2件） 8 件 

食品関係事業者等に対する説明

会等 
適宜実施 適宜実施(2 回) 10 回 

食品表示法（品質事項）に係る定

期的な店舗の巡回・調査 
20 か所 20(20)か所 26 か所 

表示違反疑い（産地偽装等）に係

る分析等 
適宜実施 

適宜実施 

(0 検体) 
0 検体 

米トレーサビリティ法に係る店

舗の調査・指導等 
100 か所 100(52)か所 21 か所 
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【参考】農林水産物の安全・安心確保に係る危害要因等と主な対策 

 

区分 
危害要因 

（関係法令） 

主 な 対 策 

生産者等の自主的な取組み 県の指導・監視 

農
産
物 

農薬 
（農薬取締法） 

・残留農薬検査 
・トレーサビリティシステムの
確立 

 

・適正使用の徹底、生産履歴の確認指
導 

・販売者・使用者への立入検査 
・農業生産工程管理（ＧＡＰ）の推進 

肥料 

（肥料取締法）  

・製造工場・販売者への調査・指導・立

入検査 

・ＧＡＰの推進 

かび毒  

・赤かび病の発生抑制指導 

・発生状況調査及び混入防止指導 

・ＧＡＰの推進 

病原性微生物  ・ＧＡＰの推進 

 土壌汚染(※１)  ・土壌中の重金属の定点調査 

畜
産
物 

動物用医薬品 
（※２） 

・動物用医薬品の使用状況の記
録・保存 

・適正使用の徹底の指導 
・販売者・使用者への立入検査 
・残留検査 

飼料・飼料添加

物（※３） 

・飼料・飼料添加物の使用に関

する記録・保存 

・製造、販売業者への立入検査 

・生産者への適正使用指導 

家畜伝染性疾病
（※４） 
ＢＳＥ（※５） 

衛生管理、トレ

ーサビリティ、 

放射性物質 

・衛生的な飼養管理施設の整備 
・家畜の衛生管理ガイドライン
の遵守 

・トレーサビリティシステムの
導入 

 

・生産農家等への立入検査、家畜の飼
養衛生管理基準の遵守、モニタリン
グ調査 

・防疫演習 
・ＢＳＥ検査 
・トレーサビリティシステム運用管理
の支援 

・と畜場等での食肉の検査 
・ＧＡＰとＨＡＣＣＰの推進 

水
産
物 

水産用医薬品 
（※２） 

・使用に関する記録・保存 
・残留検査 

・適正使用の徹底 
・販売者・使用者への立入検査 

養魚用飼料 

（※３） 
・使用に関する記録・保存 

・製造、販売業者への立入検査 

・生産者への適正使用の徹底 

漁網防汚剤、酸
処理剤 

・酸処理剤の適正使用と使用に
関する記録・保存 

・有機スズ化合物、ダイオキシ
ンの残留検査 

・漁網防汚剤、酸処理剤の適正使用の
徹底 

貝毒  ・定期調査の実施 

トレーサビリテ
ィシステム 

・養殖履歴の作成 
・トレーサビリティシステムの
構築 

・トレーサビリティシステム導入の推進 

食
品
表
示 

（食品表示法、
景品表示法、
米トレサ法） 

・食品表示研修会の開催 ・食品表示 110 番などによる情報収集 

・食品関係事業者等への普及啓発 

・計画的な店舗等の巡回調査 

・食品表示 110 番等からの情報に基づ

く立入検査等 

※１ 農用地の土壌汚染防止等に関する法律 
※２ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（旧名 薬事法） 
※３ 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（飼料安全法） 
※４ 家畜伝染病予防法 
※５ 牛海綿状脳症対策特別措置法、牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法 


